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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 
２．売上高には消費税等は含まれておりません。 
３．第31期第３四半期累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存

在するものの、１株当たり四半期純損失のため記載しておりません。 
  

 当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きしておりま

す。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第31期 

第３四半期 
累計期間 

第31期 
第３四半期 
会計期間 

第30期 

会計期間 

自平成21年 

１月１日 
至平成21年 

９月30日 

自平成21年 

７月１日 
至平成21年 

９月30日 

自平成20年 

１月１日 
至平成20年 

12月31日 

売上高（百万円）  3,337  1,072  6,486

経常利益又は経常損失（△） 
（百万円） 

 △410  △185  171

当期純利益又は四半期純損失（△）
（百万円） 

 △457  △312  49

持分法を適用した場合の投資利益 
（百万円）  

 －  －  －

資本金（百万円）  －  720  720

発行済株式総数（千株） －  7,073  7,050

純資産額（百万円） －  947  1,436

総資産額（百万円） －  7,261  7,600

１株当たり純資産額（円） －  134.34  204.23

１株当たり当期純利益金額又は四半期
純損失金額（△）（円） 

 △64.86  △44.32  6.97

潜在株式調整後１株当たり四半期（当
期）純利益金額（円） 

 －  －  6.46

１株当たり配当額（円）   －  －  3.00

自己資本比率（％） －  13.0  18.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 347 －  1,309

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △274 －  △470

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 91 －  △742

現金及び現金同等物の四半期末（期
末）残高（百万円） 

－  631  467

従業員数（人） －  213  208

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 213 ( ) 9
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(1）生産状況 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売状況 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書に記載した「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」につい

て重要な変更はありませんが、以下のとおり、当社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を

生じさせるような事象または状況が存在しております。  

 当社は、当第３四半期累計期間の売上高が、前年同期と比べて31.3％減少したことで、「売上高の著しい減少」

の事象に該当しており、さらに、多額の営業損失、経常損失及び四半期純損失も計上しており、「重要な営業損

失、経常損失又は当期純損失の計上」の事象にも該当する状況となりました。 

 また、当第３四半期会計期間末から当事業年度末までの間に財政状態が大幅に改善することは見込めないため、

銀行借入の依存度が大きい当社の状況では「新たな資金調達の困難性」の事象にも該当する状況となりました。 

 当社としては、これらの状況を踏まえ、当該状況の解消を図るべく中期経営計画を策定し、構造改革を進め、収

益の回復を目指しますが、これらの対策が計画どおりに進捗しない場合には、予想している収益及び利益が確保で

きない可能性があります。 

  

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況  

 当第３四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日）におけるわが国経済は、輸出や生産に持ち

直しの兆しが見られましたが、企業収益の大幅な減少に伴い、雇用環境が厳しさを増し、個人消費の低迷が続く

など、引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

 当社の主たるユーザーである建設業界におきましても、政府の経済対策はあったものの、公共事業投資は依然

として縮減傾向で推移したことに加え、民間建設投資も、企業業績の悪化に伴い大幅に減少するなど、厳しい経

営環境が続きました。 

 このような環境の下、当社は、第２四半期累計期間までにおいて売上高が前年同期と比べて11億98百万円の減

収となった分を少しでも取り返すべく、当第３四半期会計期間において中古機械の販売会を実施するなどの売上

対策を実施しましたが、主業の賃貸収入の落ち込みは予想以上に厳しく、当第３四半期会計期間においても前年

同期と比べて３億21百万円の減収となり、結果として当第３四半期会計期間の売上高は10億72百万円となりまし

た。  

 利益面につきましては、売上の減少に伴い変動費が減少したことや労務・人件費等の削減で第２四半期累計期

間までに売上原価で前年同期と比べて７億11百万円、販売費及び一般管理費で１億63百万円、さらに、当第３四

半期会計期間においても売上原価で１億58百万円、販売費及び一般管理費で56百万円削減したものの、売上高の

減少をカバーするには至らず、結果として、当第３四半期会計期間の営業損益は１億49百万円の損失、経常損益

は１億85百万円の損失、四半期純損益については、繰延税金資産の取崩しによる税金費用の増加もあって３億12

百万円の損失となりました。  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業部門別 
当第３四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

建機レンタル部門（千円）  1,072,456

合計（千円）  1,072,456

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態及び経営成績の分析】
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前四半期会計期間末と比べて

１億94百万円増加し、６億31百万円となりました。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動の結果増加した資金は、25百万円となりました。これは主に税引前四半期純損失１億86百万円に資金の

増加要因である減価償却費２億34百万円、売上債権の減少額17百万円、資金の減少要因である仕入債務の減少額

25百万円などを反映したものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果減少した資金は、11百万円となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出10百万円によるものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果増加した資金は、１億80百万円となりました。 

これは主に、社債の発行による収入１億94百万円、借入金の純増額50百万円、割賦債務の支払額65百万円などに

よるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

(5) 事業等のリスクに記載した重要事象についての分析・検討内容及び解消・改善するための対応策 

 当社が事業等のリスクに記載したような状況に至ったのは、ここ数年当社の収益を稼ぎ出していた中古機械の

市場が昨年秋の金融危機の影響を受け、一時的に価格が暴落したことで中古販売を抑制したこと、また、公共事

業投資の縮減傾向や企業業績の悪化で民間建設投資も減少するという急激な経営環境の悪化に対してリストラ等

の経営の合理化が後手に回ってしまったことが主因であると考えております。  

 当社は、このような状況を解消するため、公共投資事業の縮減傾向は避けられないとの判断の下、徹底した固

定費の削減を行います。具体的には新たな設備投資については、業績の回復傾向が鮮明になるまで抑制、希望退

職者の募集、報酬・給与の削減を行うことで労務・人件費を削減します。また、売上については、賃貸収入の伸

びは見込めないものの、中古機械の販売を行うことで収益の回復を目指します。 

 また、資金調達の困難性に関しては、今後、取引金融機関に対して支援要請をしてまいりますが、金融機関と

の調整が不調に終わったとしても、現状、定期性預金の取崩し、受取手形の割引及び資産の流動化による資金調

達にて必要資金を確保できる見込であります。 

 以上の対応策は実現可能性があるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断してお

ります。  
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(1）主要な設備の状況 

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。   

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末の未投資額１億27百万円のうち、71百万円は導入済みであ

ります。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発
行された株式数は含まれておりません。 

   

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 ① 平成18年３月24日定時株主総会決議（第２回新株予約権） 

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  22,500,000

計  22,500,000

種類 
第３四半期会計期間末現在
発行数（株） 

（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年11月16日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  7,073,020  7,073,020 ジャスダック証券取引所 単元株式数 1,000株

計  7,073,020  7,073,020 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個） 349 ※２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 523,500 ※２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 319 

新株予約権の行使期間 
平成20年４月１日から 
平成25年３月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 
発行価格  319 
資本組入額 160 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社
又は当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員でな
ければならない。ただし、当社又は当社の関係会社の
取締役若しくは監査役が任期満了により退任した場合
若しくは従業員が定年により退職した場合には、この
限りではない。 

(2) 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め
ない。 

(3) その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議に
より決定する。       

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する
ものとする。    

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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 （注）１．平成18年５月17日開催の取締役会決議により、平成18年７月１日付で１株を1.5株とする株式分割を行って
おります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新
株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

２．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」の欄には、付与対象者が退職したことに伴い
失権した新株予約権60個（株式分割後の株式数に換算90,000株）が含まれております。 

 ② 平成18年３月24日定時株主総会決議（第３回新株予約権） 

 （注）平成18年５月17日開催の取締役会決議により、平成18年７月１日付で１株を1.5株とする株式分割を行っており
ます。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」が調整されております。 

  

 該当事項はありません。  

  

  

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個）  353

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  529,500

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1

新株予約権の行使期間 
平成18年４月１日から 
平成38年３月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 
発行価格  1 
資本組入額 1 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役ないし監査役の地位を
喪失したときに限り、新株予約権を行使できる。ただ
し、この場合、新株予約権者は地位を喪失した日の翌
日（以下「権利行使開始日」という。）から当該権利
行使開始日より10日を経過する日までの間に限り、新
株予約権を行使することができる。 

(2) 前記(1)にかかわらず、新株予約権者は、以下の①、
②に定める場合には、それぞれに定める期間内に限り
新株予約権を行使できる。 

① 平成36年３月31日に至るまで新株予約権者が権利行
使開始日を迎えなかった場合 
平成36年４月１日から平成38年３月31日まで 

② 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社
が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案又は
株式移転の議案が株主総会で承認された場合 
当該議案承認の日の翌日から10日間 

(3) 新株予約権の一部行使は認めないものとする。 
(4) 新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を

相続できる。ただし、新株予約権者が死亡退任した日
の翌日から６ヶ月を経過するまでの間に限り、新株予
約権を行使できる。 

(5) その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議に
より決定する。      

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する
ものとする。     

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年７月１日～ 
平成21年９月30日 

 －  7,073,020  －  720,890  －  193,878
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大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

①【発行済株式】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

平成21年９月30日現在 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含

まれております。  

②【自己株式等】 

平成21年９月30日現在 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動(代表者の異動)  

 (注)当社は、平成21年９月15日開催の取締役会において、代表者の異動について決議いたしました。 

  

（５）【大株主の状況】

（６）【議決権の状況】

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式
等） 

－ － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式
等） 

普通株式        19,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式      6,851,000  6,851 － 

単元未満株式 普通株式        203,020 － － 

発行済株式総数  7,073,020 － － 

総株主の議決権 －  6,851 － 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 

（％） 

株式会社ニッパンレン
タル 

群馬県前橋市西片
貝町四丁目５番地
15 

 19,000  －  19,000  0.27

計 －  19,000  －  19,000  0.27

２【株価の推移】

月別 
平成21年 

１月 
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  100  101  103  108  101  104  105  103  100

最低（円）  81  87  91  93  94  97  90  95  83

３【役員の状況】

新役職名   旧役職名  氏名  異動年月日 備考 

 代表取締役会長兼社長  代表取締役会長  石塚 幸司  平成21年10月１日 注 

 取締役 関東営業部長  代表取締役社長  石塚 一彦  平成21年10月１日 注 
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 959,233 662,461

受取手形 181,248 398,204

売掛金 586,580 821,499

商品 8,459 16,258

貯蔵品 5,208 5,140

繰延税金資産 30,300 29,866

その他の流動資産 67,840 31,733

貸倒引当金 △15,100 △23,900

流動資産合計 1,823,771 1,941,264

固定資産   

有形固定資産   

賃貸用資産   

機械装置（純額） 2,553,779 2,759,615

その他の賃貸用資産（純額） 310,217 253,564

賃貸用資産合計 2,863,997 3,013,179

自社用資産   

建物（純額） 456,763 444,365

土地 1,733,086 1,733,086

その他の自社用資産（純額） 118,882 174,943

自社用資産合計 2,308,732 2,352,395

有形固定資産合計 ※  5,172,730 ※  5,365,574

無形固定資産 32,264 34,866

投資その他の資産   

繰延税金資産 － 35,498

その他の投資 300,097 284,330

貸倒引当金 △67,847 △60,857

投資その他の資産合計 232,250 258,971

固定資産合計 5,437,245 5,659,412

資産合計 7,261,017 7,600,676
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 256,656 472,829

買掛金 149,806 177,551

短期借入金 2,006,063 1,901,247

1年内償還予定の社債 200,000 －

未払金 263,450 244,531

未払法人税等 1,675 21,283

賞与引当金 23,115 8,860

その他の流動負債 97,025 203,526

流動負債合計 2,997,793 3,029,829

固定負債   

社債 500,000 500,000

長期借入金 2,026,434 2,015,845

長期未払金 645,371 470,776

繰延税金負債 587 －

役員退職慰労引当金 126,860 126,860

その他の固定負債 16,414 21,125

固定負債合計 3,315,669 3,134,607

負債合計 6,313,462 6,164,437

純資産の部   

株主資本   

資本金 720,890 720,867

資本剰余金 193,878 193,878

利益剰余金 46,827 525,409

自己株式 △2,904 △2,715

株主資本合計 958,691 1,437,439

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △611 △1,200

繰延ヘッジ損益 △10,524 －

評価・換算差額等合計 △11,136 △1,200

純資産合計 947,555 1,436,239

負債純資産合計 7,261,017 7,600,676
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 3,337,654

売上原価 2,610,396

売上総利益 727,257

販売費及び一般管理費 ※1  1,045,294

営業損失（△） △318,036

営業外収益  

受取利息 1,041

受取配当金 360

損害保険受取額 3,953

受取賃貸料 2,700

その他 2,643

営業外収益合計 10,699

営業外費用  

支払利息 93,245

社債発行費 4,817

事故復旧損失 2,738

その他 2,237

営業外費用合計 103,037

経常損失（△） △410,374

特別損失  

固定資産売却損 508

固定資産除却損 1,454

減損損失 1,023

事業所閉鎖損 3,885

特別損失合計 6,871

税引前四半期純損失（△） △417,246

法人税、住民税及び事業税 ※2  40,237

四半期純損失（△） △457,484
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 1,072,456

売上原価 868,917

売上総利益 203,539

販売費及び一般管理費 ※1  352,920

営業損失（△） △149,381

営業外収益  

受取利息 298

受取配当金 72

損害保険受取額 1,246

受取賃貸料 900

その他 574

営業外収益合計 3,091

営業外費用  

支払利息 31,830

社債発行費 4,817

事故復旧損失 699

その他 1,463

営業外費用合計 38,811

経常損失（△） △185,100

特別損失  

固定資産除却損 853

減損損失 1,023

特別損失合計 1,876

税引前四半期純損失（△） △186,976

法人税、住民税及び事業税 ※2  125,636

四半期純損失（△） △312,612
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △417,246

減価償却費 690,779

減損損失 1,023

長期前払費用償却額 129

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,810

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,255

受取利息及び受取配当金 △1,402

支払利息 93,245

有形固定資産売却損益（△は益） 508

有形固定資産除却損 1,454

事業所閉鎖損 3,885

売上債権の増減額（△は増加） 451,874

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,730

仕入債務の増減額（△は減少） △243,918

未払消費税等の増減額（△は減少） △73,412

その他 △68,074

小計 459,021

利息及び配当金の受取額 1,505

利息の支払額 △92,665

法人税等の支払額 △20,765

営業活動によるキャッシュ・フロー 347,094

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △175,675

有形固定資産の売却による収入 51,600

投資有価証券の取得による支出 △1,544

貸付けによる支出 △1,050

差入保証金の差入による支出 △1,062

差入保証金の回収による収入 5,191

定期預金等の預入による支出 △429,746

定期預金等の払戻による収入 277,540

出資金の払込による支出 △100

投資活動によるキャッシュ・フロー △274,846

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 239,000

長期借入れによる収入 970,000

長期借入金の返済による支出 △1,093,595

社債の発行による収入 194,942

株式の発行による収入 22

自己株式の取得による支出 △188

配当金の支払額 △21,431

割賦債務の返済による支出 △197,430

財務活動によるキャッシュ・フロー 91,318

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 163,566

現金及び現金同等物の期首残高 467,647

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  631,214
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  

当第３四半期累計期間 

（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

  

会計処理基準に関する事項

の変更 
棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

 当事業年度の第１四半期会計期間より
「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企
業会計基準第９号 平成18年７月５日）を
適用し、評価基準については原価法から原
価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法）に変更しております。  
 この結果、従来の方法によった場合に比
べて当第３四半期累計期間の売上総利益は
4,731千円減少し、営業損失、経常損失及び
税引前四半期純損失はそれぞれ同額増加し
ております。  

  

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

  

 １．一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

 当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等
が前事業年度末に算定したものと著しい変
化がないと認められるため、前事業年度末
の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算
定しております。  

  

 ２．棚卸資産の評価方法  当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出
に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年
度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方
法により算定する方法によっております。
 また、棚卸資産の簿価切下げに関して
は、収益性の低下が明らかなものについて
のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを
行う方法によっております。   

  

13



  

  

  

  

  

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末 
（平成20年12月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。  

6,220,998 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、5,796,169千円で

あります。 

（四半期損益計算書関係）

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 
  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２ 法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しております。  

給料賞与  千円423,160
賞与引当金繰入額     17,113
貸倒引当金繰入額   3,383

  

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 
  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２ 法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しております。  

給料賞与  千円137,243
賞与引当金繰入額     11,114
貸倒引当金繰入額   454

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 
  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成21年９月30日現在） 

現金及び預金勘定  千円959,233
預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △328,019

現金及び現金同等物   631,214
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当第３四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21
年９月30日） 
１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 7,073,020株  

２．自己株式の種類及び株式数 
普通株式 20,093株  

３．新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

１．１株当たり純資産額 

  
２．１株当たり四半期純損失金額 

 （注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年３月26日 
定時株主総会 

普通株式  21,097  3.00 平成20年12月31日 平成21年３月27日 利益剰余金 

（１株当たり情報）

当第３四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末 
（平成20年12月31日） 

１株当たり純資産額 134.34円 １株当たり純資産額 204.23円

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △64.86円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額（△） △44.32円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため記載しておりません。 

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

四半期純損失（△）（千円）  △457,484  △312,612

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △457,484  △312,612

期中平均株式数（株）  7,053,376  7,053,084

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前事業年度末から重要な変動があったものの
概要 

 －   －  

（重要な後発事象）

２【その他】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月12日

株式会社ニッパンレンタル 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 柳井 浩一  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 桂川 修一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニッパ

ンレンタルの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第31期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行

った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッパンレンタルの平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって

終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  




